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２０１４．２．４東洋大学PPP成果発表会

公共施設マネジメント白書チェックリスト

http://www.toyo.ac.jp/site/pppc/

発表者：井上 智章（8.0期）
プロジェクトメンバ ：村田 祐子（6 0期）プロジェクトメンバー：村田 祐子（6.0期）

大森 壮一（8.0期）
宮田 真二（8.0期）
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公共施設マネジメント白書の現状公共施設 ネジメント白書の現状

全国ですでに100を超える自治体で
公共施設白書の類が作成されている公共施設白書の類が作成されている。

しかし そ 水準はバ バしかし！その水準はバラバラ

☑ 誰が理解するためのものか曖昧 例）公共施設白書類１１４件のうち

☑ 掲載情報にバラツキ
☑ 掲載情報の優先度が不明
☑ 情報から何が読み取れるのか不明☑ 情報から何が読み取れるのか不明
☑ 白書の活用方法が分からない

白書を作っている自治体職員自身が「迷っている」

出典：NPO日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会資料

白書を作っている自治体職員自身が「迷っている」
本来の読み手である市民に十分な情報が公開されない

2

公共施設マネジメント白書の目的公共施設 ネジメント白書の目的

公共施設・インフラ老朽化問題は、
すでに自治体・住民にとって喫緊の課題

「現状」と「確実に起こる未来」を正確に把握すること

課題解決のための大前提

できるだけサービスを維持しながら、最も負担の
少な 方法を考えるため 必須 デ タ集少ない方法を考えるための必須のデータ集

3

公共施設マネジメント白書チェックリストの目的

公共施設・インフラ老朽化問題は、
すでに自治体・住民にとって喫緊の課題

「現状」と「確実に起こる未来」を正確に把握すること

課題解決のための大前提

ココで差ができる！理想の白書とは！
ど な情報 視 が 作成する自治体職員

自身が悩んでいる！
どんな情報・視点が必
要かを明らかにする。

できるだけサービスを維持しながら、最も負担の
少な 方法を考えるため 必須 デ タ集少ない方法を考えるための必須のデータ集
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理想的な公共施設マネジメント白書の４原則理想的な公共施設 ネジメント白書の 原則

① 網羅的であること

全体像を明らかにするために、すべての公共施設を対象とすべき。
判断は住民がするのであって、作成者が情報を選別すべきではない。

② 公開されていること
責任をも 判断する は住民責任をもって判断するのは住民。
「たとえ都合の悪いことでも公開する」という強い姿勢が不可欠。

③ 分かりやすいこと

数字の羅列ではなく、住民が把握しやすい工夫が必要。

④ 今後の発展が見込めること

数字の羅列ではなく、住民が把握しやすい 夫が必要。

白書は事実の整理。課題への取り組みを記載すべき。
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チェックリストの利用方法チ ックリストの利用方法

１次的対象：自治体職員１次的対象：自治体職員

既存の白書の内容が十分か？
これから作成する白書のために情報を精査。
理想的な白書へ近づけていく。

意信
説
明

意
見
・要
望

信
頼
関
係

２次的対象：住民・議員２次的対象：住民・議員

書 情 値

望

白書の必要性・情報の価値への認識。
既存の白書が十分か？情報に欠落がないか？
他の自治体と比較してどうか？他の自治体と比較してどうか？
どのような情報を掲載するように要望するのか？

6

チェックリストの構造チ ックリストの構造

評価対象項目の構造と評価点

7

評価点の内容と採点結果の目安評価点の内容と採点結果の目安

評価点計算方法 満点：１００点

回答１（理想的） ＝３点、 回答２（合格水準）＝２点、
回答３（合格未達）＝１点 回答４〈全くない）＝０点

重要度 点数 倍重要度Ａ＝点数２倍 （Ｑ１、Ｑ２は回答２、回答３の点数とする）

重要度Ｓ 回答１＝６点 回答２＝－１５点

採点結果の目安

☑ すべてが回答２以上 ７５点以上 【優れている】☑ すべてが回答２以上： ７５点以上 【優れている】
☑ 概ね回答２ ： ７５点 【合格】
☑ 回答３、回答４が同程度：２５～５０点程度☑ 回答３、回答４が同程度：２５ ５０点程度

【要改善であるが、取り組みを評価する】
☑ 回答４が多い：２５点未満【要大幅改善！取組は評価】
☑ 作成していない ： ０点 【まずは取組が必要】
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期待される効果期待される効果

公共施設マネジメント
白書 ク

インフラ情報を再検証
白書チェックリスト

施設情報を正確に把握
公共施設・インフラ

加える！正のサイクル

施設情報を正確に把握
財政との比較衡量

共施設 ラ
老朽化問題

国・自治体の財政難
少子高齢化少子高齢化

理想とする、公共施設
マネジメント白書の完成

住民・議員の共感

住民と地域の未来
に確かな展望

３階層マネジメント
に確かな展望

自治体の施設再編
の方向性が定まる【省インフラ】の実現

できるだけ公共サービスできるだけ公共サ
の水準を維持しつつ、
最大限負担を引き下げる

9

チェックリストの課題チ ックリストの課題

■すでに数か所の自治体にもお試しいただき 疑問点や■すでに数か所の自治体にもお試しいただき、疑問点や
ご提案をいただいています。

■今後多くの自治体で利用していただきフィードバック
をしていただくことで、設問や回答の内容、重要度や
評価点などをリニュアルしていく必要があります。

★しかし、決して評価点を一定以上にするための
「妥協」は許されません。

■「公共施設等総合管理計画指針」
公表段階でバージョンアップを予定公表段階でバ ジョンアップを予定

10

チェックリストの全項目①チ ックリストの全項目①

11

チェックリストの全項目②チ ックリストの全項目②
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チェックリストの全項目③チ ックリストの全項目③

13

チェックリストの全項目④チ ックリストの全項目④

14

チェックリストの全項目⑤チ ックリストの全項目⑤

15

チェックリストの全項目⑥チ ックリストの全項目⑥
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チェックリストの全項目⑦チ ックリストの全項目⑦

17

チェックリストの全項目⑧チ ックリストの全項目⑧

18

チェックリストの全項目⑨チ ックリストの全項目⑨

19

２０１４．２．４東洋大学PPP成果発表会

東京都武蔵 市東京都武蔵野市
公共施設再編に関する研究公共施設再編に関する研究

発表者 ： 二瓶 透（7期）

プロジェクトメンバ 奥田 憲二（8 5期） 栢工 裕史（7 5期）プロジェクトメンバー ： 奥田 憲二（8.5期）、栢工 裕史（7.5期）、
河合 良樹（8期）、窪田 みなみ（7期）、小柴 智絵（8期）、佐賀 伸也（7期）、
尊田 美和子（6.5期）、鶴園 卓也（6.5期）、中里 朋訓（7期）、
早川 純（ 期） 山下 知典（ 期） 吉田 英仁（ 期）早川 純（8期）、山下 知典（8期）、吉田 英仁（7期）
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研究の経緯と目的研究の経緯と目的

１ 公共施設、インフラ資産の現状把握と更新投資負担の予測

市が所有する公共施設及びインフラの設置年度、物理量を基本として、
各々の耐用年数に応じた将来負担の見通しを立てる

国勢調査による5歳年齢別人口動態、従業通学動向、国立社会保障・人

２ 人口動向等社会分析の実施

口予測に基づく将来の予想人口、施設の配置状況の分析等を行う

３ 市民の意識の確認

公共施設老朽化への対応等に関する市民の意識を確認するために、市
が行う無作為抽出方式のアンケートを支援し分析する

３ 市民の意識の確認

上記の検討を踏まえ 施設統廃合 受益者負担見直し 長寿命化 多機

４ 公共施設再編の検討

上記の検討を踏まえ、施設統廃合、受益者負担見直し、長寿命化、多機
能化・複合化、民間譲渡、公民連携手法等について検討提案を行う

21

1‐1 武蔵野市の公共施設の規模に関する評価

延床面積 （㎡）

過去の年次別公共施設整備延床面積推移 人口1人当たり公共施設延床面積

※総人口13万人規模自治体の比較㎡／人

建設年度

人口密度と可住地面積当たり公共施設延床面積 公共施設の延床面積と老朽化率

人口

※東京市部
での比較

※周辺自治体との比較
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1‐2 公共施設の更新投資の予算確保可能性に関する評価

※単純に耐用年数で建替える場合

武蔵野市試算 東洋大学試算

今後必要な予算額 ４７．７億円／年 ３５．４億円／年
（５０年間平均）

今後必要な
更新投資予算額

確保可能な予算額 ３３．９億円／年 ２３．７億円／年

（５０年間平均）更新投資予算額

確保可能な
更新投資予算額

（６０年間平均）

（過去５年間平均） （過去５年間平均）

不足額 １３．８億円／年 １１．７億円／年
（２９％） （３３％）

更新投資予算額（過去 年間平均）
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2‐1 武蔵野市の人口動態武蔵野市の人 動態

①15～19歳及び20～24歳の高校
生 大学生世代で大きく増加

人口コーホート分析

生・ 大学生世代で大きく増加

②大学卒業後の就職期である25
歳世代 は大きく減少①

②
～29 歳世代では大きく減少

③30歳代、40歳代の子育て世代

①
②

では 減少傾向③

従業通学分析 近隣都市と比較し、唯一昼間
人口が常住人口を上回ること

昼夜間人
常住人口

従業通学
他地域へ 当地での 当地への

や、流出比率も全国平均を大
きく上回る一方、流入比率が
流出比率を上回っており、周

常住人口 昼間人口
昼夜間人
口比率

中従業通
学者数

従業通学
者比率

の従業通
学者数

流出比率 従業通学
者数

従業通学
者数

流入比率

武蔵野市 138,734 153,267 110.5% 73,190 52.8% 47,405 64.8% 86,038 58,365 67.8%

三鷹市 186,083 166,284 89.4% 97,677 52.5% 60,671 62.1% 78,320 36,989 47.2%

小金井市 118,852 102,683 86.4% 62,319 52.4% 43,819 70.3% 45,135 24,193 53.6%

西東京市 196 511 157 250 80 0% 101 742 51 8% 69 402 68 2% 63 394 26 194 41 3% 流出比率を上回っており、周
辺地域の拠点都市であること
が分かる。

西東京市 196,511 157,250 80.0% 101,742 51.8% 69,402 68.2% 63,394 26,194 41.3%

世田谷区 877,138 812,810 92.7% 445,622 50.8% 259,903 58.3% 379,937 172,588 45.4%

杉並区 549,569 480,172 87.4% 262,783 47.8% 173,460 66.0% 193,691 93,485 48.3%

練馬区 716,124 588,243 82.1% 361,124 50.4% 219,102 60.7% 235,329 74,593 31.7%

全国平均 100.0% 51.7% 43.8% 43.8%
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2‐2 公共施設配置に関する分析（抜粋）公共施設配置に関する分析（抜粋）
＜小学校＞ ＜文化・集会施設＞

①小学校・・・人口や児童数の減少が見込まれる地区及び地区毎の
ばらつきがみられる。学区再編及び統廃合が必要。

②文化・集会施設・・・文化・集会施設は主に三つの駅に集中。統廃合②文 集会施設 文 集会施設 駅 集中。統廃合
等による「選択と集中」と広域化が必要。

25

3‐1 市民アンケート（抜粋）3 市民アンケ ト（抜粋）

・実施時期 2013年6月

武蔵野市公共施設再編に関するアンケート調査

・実施時期 2013年6月
・武蔵野市在住の18歳以上の3,000名を無作為に抽出
・回答数 981名 （回答率 32.7％）

問10 あなたが武蔵野市に住む理由は次のうちどれですか。

医療機関が充

実している, 2% 住居費が適し ・地縁はどの地域でも多い回答

公共施設が充

実している, 4%

教育環境がよ

い, 3%

住居費

ている, 2% 歴史・文化に

魅力がある, 1%

その他, 0%

・地縁はどの地域でも多い回答。
総じていえば、「交通の便や買
物等に便利な割に、自然環境
やイメ ジがよい という印象

交通に便利, 
23%全体としてイ

メージがよい, 
12%

行政サービス

が充実してい

る, 4%

やイメージがよい」という印象。

・公共施設の充実を居住理由に
自然環境がよ

い, 20%

武蔵野市に地

縁がある, 15%

買物・食事・娯

楽の場所が多

い, 14%

12%
挙げる人は少数。

・教育、医療の充実の割合は意縁がある, 15%

外に低い。

26

4‐1 公共施設マネジメントの方法のマクロ的検討

余剰

４階層別マネジメント（概念図）

１層 全域 広域化

市民文化施設・スポーツ施設
庁舎 高齢者施設 公園等

余剰

ワンセット主義を捨て
他市と分担する

２層 三圏域 広域化・多機能化

庁舎・高齢者施設・公園等

余剰

図書館・集会場・保育園等 不動産

有効活用
３層 校区 多機能化

コミセン・小中学校・消防分団詰所

有効活用
余剰

余剰土地建物は民
間に売却・賃貸する

学校を中核コミュニ
ティ施設として建設
し 各周辺機能施設

４層 地区 ソフト化

中学校 消防分団詰所
子ども施設・高齢者福祉施設等

余剰

し、各周辺機能施設
が入る

民間施設を利用 必要

給食センター・市営住宅等

民間施設を利用・必要
に応じて費用を補助

27

4‐2 オプション① 広域化
広域化対象リスト

４階層 施設名 設立年 延床面積
全域 武蔵野市民文化会館 S59 15,363㎡
全域 武蔵野芸能劇場 S59 1 579㎡

オプション① 広域化

広域化対象施設
１１５，２４６㎡全域 武蔵野芸能劇場 S59 1,579㎡

全域 吉祥寺美術館・音楽室 S45 1,009㎡
全域 武蔵野公会堂 S38 2,487㎡
全域 武蔵野陸上競技場、武蔵野総合体育館 H1 14,660㎡ 35,098㎡
全域 武蔵野スイングホール H８ 1,992㎡
全域 松露庵 S16 104㎡
全域 文化財収蔵庫 H2 116㎡

５， ６㎡
のうち、例えば左記５施設

３５，０９８㎡
について広域化を実施
するとして試算

全域 境冒険遊び場公園 H20 43㎡
全域 二俣尾・武蔵野市民の森 H16 166㎡
全域 市有事務所（三鷹市上連雀1-12-10） H1 139㎡
全域 感染症病棟 H10 871㎡

全域 文化財収蔵庫 H2 116㎡
全域 吉祥寺シアター H16 1,451㎡
全域 市営運動場（庭球場、野球場クラブハウス） S61 271㎡

プ

するとして試算

広域化実施率は
約３０％全域 感染症病棟 0 8 ㎡

全域 吉祥寺方式協働集配センター H22 379㎡
全域 三鷹駅EV棟 H17 126㎡

三圏域 武蔵野プレイス H22 9,810㎡
三圏域 中央図書館 H6 7,529㎡
三圏域 吉祥寺図書館 S62 1,656㎡
三圏域 武蔵野スイングホ ル（集会施設部分）

約

（広域化実施施設について
更新費、維持管理費、

営費を ぞ
三圏域 武蔵野スイングホール（集会施設部分）
三圏域 武蔵野市民文化会館（集会施設部分）
三圏域 武蔵野芸能劇場（集会施設部分）
三圏域 武蔵野公会堂（集会施設部分）

計 115,246㎡

運営費をそれぞれ５０％
削減できるとして試算）

（単位 千円）

【東洋大学提示案】
１０年後の２０２０年に
広域化対象施設の３０％を

方針 経費種別
単純に耐用年数
で建替える場合

（５０年間）

広域化、多機能
化、ソフト化する
場合（５０年間）

効果額
（５０年間）

効果額
（年間）

更新投資 67 547 352 58 294 943 △ 9 252 409 △ 185 048

（単位：千円）

広域化対象施設の３０％を
広域化するとして試算

更新投資 67,547,352 58,294,943 △ 9,252,409 △ 185,048
維持管理費 77,546,078 67,620,268 △ 9,925,810 △ 198,516

運営費 229,790,476 200,147,505 △ 29,642,971 △ 592,859
小計 374,883,905 326,062,715 △ 48,821,190 △ 976,424

広域化

効果額 ９７６百万円／年
28



4‐3 オプション② 多機能化3 オプション② 多機能化

多機能化対象施設

多機能化対象リスト

４階層 施設名 設立年 延床面積

三圏域 武蔵野市民会館 S59 2,224㎡

三圏域 かたらいの市民スペ ス H21 142㎡ 多機能化対象施設
２３，３６８㎡

のうち、教室の空きスペース
におさまる

三圏域 かたらいの市民スペース H21 142㎡
三圏域 市民会議（ゼロワンホール） H13 259㎡
三圏域 境南保育園 S47 806㎡
三圏域 境保育園 H8 1,058㎡
三圏域 吉祥寺保育園 S60 806㎡
三圏域 南保育園 S43 831㎡

校区
吉祥寺本町在宅介護支援セ

タ
H17 275㎡

１１，０７０㎡
分を小中学校に吸収する
として効果を試算

三圏域 南保育園 S43 831㎡
校区 境南コミセン S50 1,642㎡
校区 西部コミセン S61 1,500㎡
校区 桜堤コミセン S56 344㎡
校区 関前コミセン S55 787㎡
校区

ンター
H17 275㎡

校区 北町高齢者センター S62 692㎡
校区 桜堤児童館 S57 610㎡ 23,518㎡

三圏域 武蔵境市政センター H1 343㎡
三圏域 中央市政センター H2 374㎡
三圏域 吉祥寺市政センタ H13 370㎡

多機能化実施率は
４２．０％

（単位 千円）

三圏域 吉祥寺市政センター H13 370㎡

校区 0123はらっぱ H12 858㎡
校区 0123吉祥寺 H4 523㎡
校区 武蔵境開発事務所 H2 383㎡

計 26,368㎡

多機能化実施率を全体
の４２ ０％として試算

（単位：千円）

方針 経費種別
単純に耐用年数
で建替える場合

（５０年間）

広域化、多機能
化、ソフト化する
場合（５０年間）

効果額
（５０年間）

効果額
（年間）

更新投資 14 779 704 9 313 244 △ 5 466 460 △ 109 329

【東洋大学提示案】

の４２．０％として試算 更新投資 14,779,704 9,313,244 △ 5,466,460 △ 109,329
維持管理費 20,488,797 17,878,719 △ 2,610,078 △ 52,202

運営費 66,665,787 66,665,787 0 0
小計 101,934,288 93,857,750 △ 8,076,538 △ 161,531

多機能化

効果額 １６１百万円／年
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4‐4 オプション③ ソフト化
ソフト化対象リスト

４階層 施設名 設立年 延床面積

その他 桜堤市営住宅 H21 1,725㎡

㎡

オプション③ ソフト化

・市営住宅→民間住宅を借りて
家賃補助その他 関前市営住宅 S46 1,154㎡

その他 北町第１市営住宅 H19 879㎡
その他 北町第２南棟市営住宅 S51 1,239㎡
その他 北町第２北棟市営住宅 S50 1,239㎡
その他 桜堤調理場 S42 791㎡

家賃補助
・調理場→必要な人数分の給食

を民間から購入
その他 桜堤調理場 S42 791㎡
その他 北町調理場 S47 1,285㎡
その他 関三倶楽部（テンミリオン） S58 78㎡
その他 川路さんち（テンミリオン） S30 92㎡
その他 月見路（テンミリオン） S57 104㎡
そ 他 そ ら 家（ リオ ） ㎡

ソフト化以降は運営費として

減価償却費相当

8,313㎡

そ 他 関前 転車保管場所
その他 むさしの市民公園公衆トイレ H12 20㎡
その他 第二しろがね公園公衆トイレ H11 2㎡
その他 武蔵境駅北口第二自転車駐車場 H3 882㎡

その他 そ～らの家（テンミリオン） H11 159㎡
その他 桜はうす、今泉 S55 42㎡

減価償却費相当
（建設費／耐用年数）
＋維持管理費＋運営費

がかかるが 人口減少に応じてその他 武蔵境駅北口第二自転車駐車場 H3 882㎡
その他 武蔵境駅北口暫定自転車駐車場 H12 2,052㎡
その他 武蔵野タワーズ地下公共自転車駐車場 H21 1,823㎡

計 14,737㎡

がかかるが、人口減少に応じて
運営費が減少するとして試算

（単位：千円）

方針 経費種別
単純に耐用年数
で建替える場合

（５０年間）

広域化、多機能
化、ソフト化した
場合（５０年間）

効果額
（５０年間）

効果額
（年間）

更新投資 3 883 939 593 089 △ 3 290 850 △ 65 817

（単位 千円）

耐用年数経過後にソフト
化するとして試算

【東洋大学提示案】

更新投資 3,883,939 593,089 △ 3,290,850 △ 65,817

維持管理費 6,335,131 1,448,982 △ 4,886,149 △ 97,723

運営費 25,040,940 31,357,891 6,316,951 126,339

小計 35,260,011 33,399,962 △ 1,860,048 △ 37,201

ソフト化
化するとして試算

効果額 ３７百万円／年
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4‐5 オプション④ 土地活用5 オプション④ 土地活用

対象物件

【東洋大学提示案】

上記物件のうち５０％を５０年間の間に売却するとして効果を試算

年間効果額 ６ ０６０百万円 × ０ ５ ／ ５０年 ＝ ６０ ６百万円／年

【東洋大学提示案】

年間効果額 ６，０６０百万円 × ０．５ ／ ５０年 ６０．６百万円／年
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4‐6 効果の総括6 効果の総括

金額（億円）
※年換算

前提
※年換算

対策前の予算不
足額

▲１１．７

対策による予算不対策による予算不
足削減効果

１２．３

①広域化 ９．８
2020年時点で、広域化対象施設の延床面積の30％分を
近隣自治体と共用し 共用する施設の総費用を50％削減①広域 近隣自治体と共用し、共用する施設の総費用を50％削減

②多機能化 １．６

児童生徒数の減少に対応して統廃合するとともに、統廃
合後の学校において将来発生する施設の余剰部分に、
校区内に存在する施設（＝多機能化対象施設）を耐用年校区内に存在する施設（＝多機能化対象施設）を耐用年
数到来時点で順次移転

③ソフト化 ０．３
給食センター、市営住宅は耐用年数経過後に市が資産を
持たず費用を負担する形式に変更持たず費用を負担する形式に変更

④土地活用 ０．６ 現状発生している低未利用地の50％を売却

差し引き ０ ６差し引き ０．６
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今後の進め方への提言今後の進め方 の提言

組織体制の強化

○専任部署の設置
○公共施設マネジメント方針や計画の策定

新規凍結原則 事前協議制度 数値目標・新規凍結原則 ・事前協議制度 ・数値目標

実行面での工夫

・実施計画 ・モデル事業 ・多機能化の活用
・民間提案方式の活用

○市民への十分な説明

合意形成面の工夫

○市民への十分な説明
○市民合意の形成及び市民の責任の明確化

・無作為抽出のアンケート ・ワークショップ方式無作為抽出のアンケ ト ワ クショップ方式
・オプションアプローチ
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２０１４．２．４東洋大学PPP成果発表会

「公共施設適正化計画策定に向けた「公共施設適正化計画策定に向けた
住民アンケート調査」 に関する報告民 」

発表者 矢部 智仁（ 期）発表者：矢部 智仁（８期）

深谷市プロジェクトメンバー

徳江 卓（８期）、河合 良樹（８期）良

34

アンケートの実施目的アンケ トの実施目的

• 公共施設再編成について 住民の理解度や再編• 公共施設再編成について、住民の理解度や再編
方法について優先順位選好を把握する

• 利用者ではなく納税者（市民）としての意識を把握
することが目的することが目的

35

アンケートの実施概要アンケ トの実施概要
手法

• 無作為抽出アンケート
• 18歳以上の市民3,000名に対する調査

• 郵送し回答を返送してもらう方法

• 送付物構成
• １ 送り状

２ 背景説明資料• ２ 背景説明資料
• 趣旨・背景を解説したパワーポイント資料

• ３ 質問３ 質問

• 調査主体は自治体、設問の監修、分析は東洋大学調査主体は自治体、設問の監修、分析は東洋大学
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アンケートの実施概要アンケ トの実施概要
背景説明資料

37

アンケートの実施概要アンケ トの実施概要
背景説明資料

日本全体 対象自治体におけるインフラの状況日本全体、対象自治体におけるインフラの状況
や、将来人口推計などデータによって計画策定

前提を理解 ただく内容とな るの前提を理解していただく内容となっている

アンケートの実施概要アンケ トの実施概要
アンケート本文

アンケートの実施概要アンケ トの実施概要
アンケート本文



アンケートの実施概要アンケ トの実施概要
アンケート本文

Q1：公共施設マネジメントへの関心
Q2：（公共施設マネジメントの）計画・白書の認知Q2：（公共施設マネジメントの）計画・白書の認知
Q3：公共施設別の利用頻度
Q4：（Q３の回答で)利用しない場合 その理由Q4：（Q３の回答で)利用しない場合、その理由
Q5:複合化や多機能化など方策への考え方
Q6以降Q6以降

基本属性（性別、年代、職業、家族構成など）
居住理由 居住地域等居住理由、居住地域等

調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

居住理由

地縁や利便性を居住理由とする回答割合が高い
公共施設が充実しているから という回答割合は低い公共施設が充実しているから、という回答割合は低い
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調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

44



調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

公共施設マネジメントへの関心

・男女差、職業差で関心の差はない
・年代差では 高齢の回答者の関心が高い・年代差では、高齢の回答者の関心が高い
・居住年数差では、居住年数の長い回答者の関心が
高い高い

・関心の有無にかかわらず計画・白書の認知は低い

45

調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

46

調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

方針に対する評価（統廃合、多機能化の例）

・男女差、年代差、職業差で評価に差はなく、実施を
評価する傾向が強い評価する傾向が強い

・居住年数差では、居住年数が長い回答者のほうが
実施を評価する傾向が強い実施を評価する傾向が強い

・計画や白書を既読か未読の差をみると、読んだとの
回答者のほうが実施を評価する傾向が強い回答者のほうが実施を評価する傾向が強い
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調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果
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調査結果①調査結果①
例）武蔵野市の結果

施設別、利用頻度別（統廃合、多機能化の例）の方針
評価評価

・例示している施設の利用頻度をみると 利用したこと・例示している施設の利用頻度をみると、利用したこと
がない、ほとんど利用したことがないとの回答が多い

・利用頻度の差によって 方針の評価の差は見られず・利用頻度の差によって、方針の評価の差は見られず
実施を評価する傾向が強い
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調査結果②調査結果②
自治体間比較トピックス・賛成率

賛成率＝（積極賛成＋どちらかといえば賛成）／有効回答総数
積極的賛成／反対比率＝積極賛成／積極反対
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調査結果②調査結果②
自治体間比較トピックス・賛成率
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調査結果②調査結果②
自治体間比較トピックス・賛成率

自治体の調査結果（賛成率）の比較から

・自治体が違っても方針の評価に大差は見られない
・利用料アップ 特別課税 サービス水準引き下げ等・利用料アップ、特別課税、サービス水準引き下げ等
負荷がかかる方針は賛成率が低く、積極的賛成／

反対比率も低い反対比率も低い
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調査実施、調査結果から得られる示唆調査実施、調査結果から得られる示唆

• 「納税者としての住民」の立場からみると、 公共
施設マネジメントの必要性は十分理解 を得られ施設マネジメントの必要性は十分理解 を得られ
る

• 公共施設マネジメント計画・白書の認知や 既読
かどうかは方針の評価に影響を与えるかどうかは方針の評価に影響を与える
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２０１４．２．４東洋大学PPP成果発表会

桑名市におけるＰＰＰ可能性調査

発表者：河 智美（８期）
プロジェクトメンバ ：岡本 哲宜（4期） 尊田 美和子（6 5期） 徳江 卓プロジェクトメンバー：岡本 哲宜（4期）、尊田 美和子（6.5期）、徳江 卓
（8期）、饗場 道博（8.5期）、奥田 けんじ（8.5期）、河 智美（8期）
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桑名市から提示された課題桑名市 提 さ 課題

桑名市は、桑名の中心市街地を活性化させるため、桑名駅
周辺を整備することを考えている 具体的には 桑名駅の東周辺を整備することを考えている。具体的には、桑名駅の東
口及び西口間を往来する歩行者用自由通路の建設（建設
費用は６０億円）、および西口の区画整理事業（平成３５年費用は６０億円）、および西口の区画整理事業（平成３５年
完了予定）を計画。

しかし、従来の都市計画整備事業に基づく手法では、財政
的に厳しいとのこと。

桑名市から、ＰＰＰ手法を
用いて財政負担を軽減し用いて財政負担を軽減し
ながら、駅周辺開発を行
う可能性について当大学う可能性について当大学
院に調査依頼。
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桑名市データ（1）桑名市デ タ（1）

（１） 人口
１４万人（平成２２年）

ただし 人口減少が予測ただし、人口減少が予測
→以降３０年間で、１万８０００人（１３％）減少見込み

（２） 財政
・資産３０００億円以上、負債１０００億円以上（平成２０年）

財政力指数 ０ ８以上（平成２２年）・財政力指数 ０．８以上（平成２２年）
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桑名市データ（2）桑名市デ タ（2）

（３） 人口コーホート分析：最近５年間で若年層が増加傾向

30代前後が増加代前後 増加

10代、20代
の人口が増加
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桑名市視察状況桑名市視察状況

桑名市視察状況（２０１３年１０月）桑名市視察状況（ 年 月）

＜駅東地区＞
集合住宅やビジネ ホ など 新し 高層 建物層 建集合住宅やビジネスホテルなど、新しい高層の建物層の建
物が建築されており、市の中心らしい装いであるが、人口１
４万人の都市の割りに活気に乏しい状況４万人の都市の割りに活気に乏しい状況

＜駅西地区＞
一般住居が点在しているが、閑散としている状況
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PPP 導入可能性調査導入可能性調査

（１）桑名駅周辺メリット
ベッドタウンとしての性質・ベッドタウンとしての性質

（名古屋圏の他地域より安価）
・コンパクトかつ利便性が高いコンパクトかつ利便性が高い
（生活インフラが凝縮）

（２）桑名駅周辺開発の可能性
自由通路建設と併せて、駅周辺にマンション等の居住施設
の充実 駅ビル等の商業施設の整備など 駅東西の 体開の充実、駅ビル等の商業施設の整備など、駅東西の一体開
発により、多様な世代の人口増加が期待できる。

（３）官民双方にとってメリットは大きい
鉄道会社：桑名駅の乗降客が増加。

が地権者：駅周辺一体開発による中心市街地が活性化。
桑名市：補助金を（ほぼ）拠出せずに、自由通路建設。
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桑名駅周辺開発の進め方（1）桑名駅周辺開発の進め方（ ）

（１） 開発協議会の発足および基本計画の策定
・開発協議会（市 鉄道会社 地権者）・開発協議会（市、鉄道会社、地権者）
鉄道会社：桑名市の政治リスクを担保しつつ、大規模開発を
進められる。。
地権者：不利益が生じないよう、何らかの利益が生じる仕組
み（住宅権の付与等）を用意できる。
桑名市 民間企業が行う開発事業に同市の意向を反映させ桑名市：民間企業が行う開発事業に同市の意向を反映させ
ることが可能。

・基本計画
桑名駅再開発プロジェクトの目的や、事業規模、事業期間
（工程）及び資金調達に関する関係者の役割等を定める。

桑名市政に係る長期構想と連携・桑名市政に係る長期構想と連携
プロジェクトは、１０～２０年と長期に及ぶ。
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桑名駅周辺開発の進め方（2）桑名駅周辺開発の進め方（ ）

（２） 市役所内におけるプロジェクト推進室の設置

桑名駅周辺開発事業にかかる基本計画を市政や将来戦・桑名駅周辺開発事業にかかる基本計画を市政や将来戦
略の一環として実行計画に具体化する組織

・成果主義や期限付任用を積極的に取り入れ、効率的な組
織マネジメント
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桑名駅周辺開発の進め方（3）桑名駅周辺開発の進め方（3）
（３） 桑名市民の主体的な参加
・プロジェクト立ち上げ段階・プロジェクト立ち上げ段階
開発協議会による基本計画作成時市民の意見を募る（たと
えば、市民アンケートなど）。その際には、桑名駅及び桑名えば、市民アンケ トなど）。その際には、桑名駅及び桑名
市の現状・将来に関する客観的なデータを示す。
また、開発協議会で決定した開発の方向性及び長期計画に

きる限 速 市 広く 表するついては、できる限り迅速に市民に広く公表する。

・プロジェクト期間中
開発は長期に渡るため、開発
の進捗に応じて地区ごとの住
民説明会を行うなど きめ細民説明会を行うなど、きめ細
かい広報戦略をとることが重
要要。
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ＰＰＰ手法による開発方法（1）手法による開発方法（ ）

（１） 民間提案制度の活用
開発初期段階から 開発協議会で定められた基本計画に・開発初期段階から、開発協議会で定められた基本計画に

従い、その実施内容・規模及び手法等について幅広く民間
から提案を求める。から提案を求める。

・民間事業者が積極的に良い提案を提示できる環境を与え
る（たとえば、提案する事業者に対してインセンティブを与え
る、提案に含まれる民間事業者のノウハウや知的財産の保
護の問題等をクリアするなど）護の問題等をクリアするなど）。
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ＰＰＰ手法による開発方法（2）手法による開発方法（ ）

（２） 土地区画整理事業と市街地再開発事業の一体的施行

都市再開発法 改 （平成 年）により 区画整理区域・都市再開発法の改正（平成１１年）により、区画整理区域
内に「再開発区」を設けることで、合理的に複合的な都市機
能の充実を図れることとなった能の充実を図れることとなった。

・土地の合理的な高度利用による市街地化が促進されるた度
め、投資が集まりやすい。

土地区画整理事業の 部を変更するだけですむため・土地区画整理事業の一部を変更するだけですむため、ス
テークホルダーの理解を得られやすい。

・土地区画整理事業のステークホルダーは、市街地再開発
事業に参加することも可能であるため、ステークホルダーの
意思を活かした市街地再開発事業を構築できる。
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その他の課題その他の課題

・市の負債問題

桑名市の負債は 約１０００億円（平成２４年度決算）である桑名市の負債は、約１０００億円（平成２４年度決算）である
が、そのうち４００億円は下水道事業に関するものである。
東洋大学のＰＰＰ手法により、公共施設マネジメント手法（コ東洋大学のＰＰＰ手法により、公共施設マネジメント手法（コ
ンセッションなど）により軽減可能。

木曽川と長良川下流域の空地開発・木曽川と長良川下流域の空地開発

長島スパーランドと三井不動産の協力に
より一大テーマパークを建設することにより 大テ マパ クを建設することに
より、桑名市の更なる人口の増加、雇用
促進、他地域からの訪問者の増加及び
税収の増加が期待できる。
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2014.2.4 東洋大学PPP成果発表会

1000days Chronicle プロジェクト
〜東日本大震災発災から1000日間の政府・民間活動の記録〜〜東日本大震災発災から1000日間の政府・民間活動の記録〜

発表者：福田太郎（2期）
プロジェクトメンバー：プロジェクトメンバー：
椿辰一郎（4期）、難波悠（4期）、増井玲子（4期）、吉田哲（4期）、

奥田早希子（5期）、塩澤和輝（5期）、水上弘二（5期）、宮本恭嗣（5期）

石綿晃（6期） 宇都山智幸（6期） 鶴園卓也（6 5期） 亀井誠 （7期）石綿晃（6期）、宇都山智幸（6期）、鶴園卓也（6.5期）、亀井誠一（7期）
東洋大学経済学部根本ゼミ
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1. 背景背景

• 大震災発生後の混乱が強く残る2011年3月下旬に• 大震災発生後の混乱が強く残る2011年3月下旬に
プロジェクトスタート

• 震災後の被害縮小や復興の迅速化には、「過去
の災害対応の正確な情報の蓄積と分析」およびの災害対応の正確な情報の蓄積と分析」および、
「事前の危機管理体制の十分な構築」が必要では
ないか？という問題意識う問題 識

• 東日本大震災のような未曾有の災害において、「どのような対策
が取られ」「どのような課題が露呈したのか」の客観的記録が、後
世の研究や 今後発生が予測されている首都直下地震 東海・南世の研究や、今後発生が予測されている首都直下地震、東海 南
海・東南海地震、南海トラフ地震などへの対策のヒントとなり得る
のではないか？
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2. 目的目的

• 震災対応プロジェクト• 震災対応プロジェクト
• ①記録系プロジェクト ／ ②提言系プロジェクト

• 未曾有の大規模災害への対応として 政府や自治体• 未曾有の大規模災害への対応として、政府や自治体
によってどのような施策、活動が行われたのか、民間
企業や報道がどのように反応しているかを、客観的に
記録記録

• 大規模災害では、復旧・復興に年単位の時間を要
するため、①長期的な視点での客観的記録、また

広域 様 な主体（官 民 市民）が関わるため、広域で様々な主体（官・民・市民）が関わるため、
②多面的情報の一体的整理、が必要と考えた。

＝ 1000days Chronicle
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3. 実施方法3 実施方法

• できるだけ客観的に 事実に基づくことを重視• できるだけ客観的に、事実に基づくことを重視

• 官公庁、被災自治体のWebサイト、報道発表、広報な
どを情報源として使用どを情報源として使用

• 客観的記録とするため、形式的な事実（法律の成立や
委員会の設置・開催、報告書の発出、統計など）が記委員会の設置 開催、報告書の発出、統計な ） 記
録の中心

• 官公庁発表だけではわからないその時々の話題
やホットイシュー、民間企業の活動を記録

• 河北新報や朝日新聞を中心とした新聞報道等も利用
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3. 実施方法3 実施方法

• 省庁 自治体• 省庁、自治体

• 農林水産省、厚生労働省、法務省、外務省、財務省、
内閣府 金融庁 消費者庁 総務省 防衛省 経済産内閣府、金融庁、消費者庁、総務省、防衛省、経済産
業省、文部科学省、環境省、国土交通省、復興庁

• 福島県、岩手県、宮城県

• 世相・社会現象・民間活動世相 社会現象 民間活動

• 河北新報

• 朝日新聞• 朝日新聞

神 路 災• 阪神淡路大震災
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4. 記録表の構成、見方記録表の構成、見方

• 記録表は 発災１日目から1000日目までの対応を• 記録表は、発災１日目から1000日目までの対応を
、省庁や県（県下の市町村を含む）毎に記録

• 特定の政府機関が一日の内に複数の発表等をし
ている場合は 同 セル内に記録ている場合は、同一セル内に記録

• 一部の外局等は、所管する機関の項目に記録

（ex.海上保安庁、観光庁に関連する項目を国土交（ 海 保安庁、観光庁に関連する項目を国 交
通省に記載 等）
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4. 記録表の構成、見方記録表の構成、見方

経過日数、
日付

カテゴリー
15省庁（府省毎に記録） 被災3県 社会現象・民間活動 報道／世相 阪神淡路日付 15省庁（府省毎に記録）、被災3県、社会現象・民間活動、報道／世相、阪神淡路

Ex. 2011年6月9日（発災91日目）

省 隊 遣 模・【防衛省、自衛隊】派遣規模 人員6.95万人
・【経産省】（独）中小企業基盤整備機構の仮設施設整備事業（仮設店舗、仮設工場等）
の着工 【経産省】「東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度の放射性
物質を含むたまり水の処理設備及び貯蔵施設の設置について」報告書受領
・【文科省】原子力損害賠償紛争審査会（第7回）の開催 福島県内で一定の放射線【文科省】原子力損害賠償紛争審査会（第 回）の開催 福島県内で 定の放射線
量が計測された学校等に通う児童生徒等の日常生活等に関する専門家からのヒアリン
グ（第２回）（スポーツ・青少年局学校健康教育課）
・【国交省東北地整】第２回東北港湾における津波・震災対策技術検討委員会を開催
・【福島県】第4回福島県復興ビジョン検討委員会開催
・【大槌町】震災復興基本方針策定・【大槌町】震災復興基本方針策定
・【世相／報道】介護93事業所が休廃止 ・被災県ふるさと納税急増（朝日新聞）
・【世相／研究機関】コンテナ船復興への出航 塩竈港震災後初 ・震災理由の解雇 相
談ホットライン（連合 ２日間）（朝日新聞）
・【阪神淡路大震災】【復旧】神戸市全戸通水(1995年4月17日)
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5. 記録表の活用案（Ａ）5 記録表の活用案（ ）

• 官/民/市民による連携・補完システムの検討• 官/民/市民による連携 補完システムの検討

（ex.復興資金、財源等）

＜初動期＞＜初動期＞

民による直接的な資金 物資提供民による直接的な資金 物資提供

●
発
災 民による直接的な資金、物資提供民による直接的な資金、物資提供

＜推移期＞＜推移期＞

災

＜推移期＞＜推移期＞

政策策定、支援本格化政策策定、支援本格化

＜支援拡大期＞＜支援拡大期＞＜支援拡大期＞＜支援拡大期＞

〔〔民民〕〕 コアコンピタンス（事業）に裏付けられた支援コアコンピタンス（事業）に裏付けられた支援

〔〔官官〕〕 政策 補助等が連動した分厚い支援政策 補助等が連動した分厚い支援〔〔官官〕〕 政策・補助等が連動した分厚い支援政策・補助等が連動した分厚い支援

官官//民連携による復旧・復興支援民連携による復旧・復興支援
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5. 記録表の活用案（Ｂ）

• 支援の最適投入時期 最適投入内容の検討

5 記録表の活用案（ ）

• 支援の最適投入時期、最適投入内容の検討

●××（受け手不在）（受け手不在）●
発
災

××（受け手不在）（受け手不在）

組織組織

支援ａ支援ａ

組織ａ組織ａ

組織ｂ組織ｂ

支援ｂ支援ｂ

組織ｃ組織ｃ

支援ｃ支援ｃ

織織

■平時からの組織化準備■平時からの組織化準備

■平時からの支援の準備■平時からの支援の準備■平時からの支援の準備■平時からの支援の準備

■タイムリーな支援の投入■タイムリーな支援の投入
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6. プロジェクトを通じて得られた示唆（1）6 プ ジ クトを通じて得られた示唆（ ）

• リアルタイムな記録作業• リアルタイムな記録作業

• 「リアルタイム」な記録の意義・重要性の再確認（その
時点の空気感・気分を反映／無意識の選別を受けな時点の空気感 気分を反映／無意識の選別を受けな
い生な情報）

• 複数のリソースを並列に並べることで、比較分析しや複数のリソ を並列 並 る で、比較分析しや
すい

• 大規模災害が発生したら、まずは「活動記録を残すこ規模 、 ず 動 録 す
と」を防災計画に明文化

• 記録する項目やフォーマットの事前共有（→統合、整理
比較 分析しやすい）、比較、分析しやすい）
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6. プロジェクトを通じて得られた示唆（2）6 プ ジ クトを通じて得られた示唆（ ）

• 情報の一元化体制（管理 編集 更新）• 情報の 元化体制（管理、編集、更新）

• e‐govポータルは、関係機関リンク集の色が濃い

周知すべき情報の取捨選択 各種媒体の相互補完（• 周知すべき情報の取捨選択、各種媒体の相互補完（
WEB、紙、ほか）の視点が必要 （←受け手の情報処理
能力が千差万別なため）

• 情報を一元化※する機関が必要

※縦断・横断・複眼的視点で、国民が必要とする情報の管理・発信※縦断 横断 複眼的視点で、国民が必要とする情報の管理 発信

• 情報更新や改廃のルール化が必要
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6. プロジェクトを通じて得られた示唆（3）6 プ ジ クトを通じて得られた示唆（3）

• 記録保存の徹底 データベース化• 記録保存の徹底、デ タベ ス化

• 阪神淡路の記録は一元管理・保管されている（「人と防
災未来センター」資料室）災未来センタ 」資料室）

• 東日本大震災では、省庁の過去の発信記録がたどれ
ないケースがある

• 政府の情報を遡って確認できる手段を残しておくべき

• 東日本大震災に関わる各種データ 記録をまとめて保• 東日本大震災に関わる各種データ、記録をまとめて保
管する場、システムなどの整理
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6. プロジェクトを通じて得られた示唆（4）6 プ ジ クトを通じて得られた示唆（ ）

• 後方支援 広域連携• 後方支援、広域連携

• 政府・省庁や自治体発表資料の記録となった印象

省庁や自治体に属さない取組み 横断する取組み等• 省庁や自治体に属さない取組み、横断する取組み等
は記録に反映されない傾向

後方支援や広域連携の取組みの記録方法の検討• 後方支援や広域連携の取組みの記録方法の検討

• 自衛隊、消防、警察等の活動の記録方法の検討
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6. プロジェクトを通じて得られた示唆（5）6 プ ジ クトを通じて得られた示唆（5）

• 1000days では足りない• 1000days では足りない

• 被害が甚大で、かつ広域に及ぶため、1000daysでは、
事業によってはまだまだ復旧・復興のスタートライン事業によってはまだまだ復旧 復興のスタ トライン

（具体的事業はこれから）

「東日本大震災ア カイブ」プロジェクト等との連携• 「東日本大震災アーカイブ」プロジェクト等との連携

• 公開データベースとしての更新等の可能性検討
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2014.2.4 東洋大学PPP成果発表会

1000days Chronicle プロジェクト
詳細は詳細は

PPP研究センターウェブサイト>>東日本大震災対応プロジェクト>>「1000日記録」

発表者：福田太郎（2期）
プロジェクトメンバー：プロジェクトメンバー：
椿辰一郎（4期）、難波悠（4期）、増井玲子（4期）、吉田哲（4期）、

奥田早希子（5期）、塩澤和輝（5期）、水上弘二（5期）、宮本恭嗣（5期）

石綿晃（6期） 宇都山智幸（6期） 鶴園卓也（6 5期） 亀井誠 （7期）石綿晃（6期）、宇都山智幸（6期）、鶴園卓也（6.5期）、亀井誠一（7期）
東洋大学経済学部根本ゼミ
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２０１４．２．４ 東洋大学ＰＰＰ成果発表会

東北復興支援学術コンペティション

Tohoku Recovery International Academic Competition

世界が考えた東北復興 の提言世界が考えた東北復興への提言

発 表 者： 西村 尚（6 5期）

http://atlas.cdx.jp/

発 表 者： 西村 尚（6.5期）
メンバー： 饗場道博（8.5期）、 奥田憲二（8.5期）、 河智美（８期）

菊池幸祐（７期）、 黒川智紀（７期）、 鶴園卓也（6.5期）
81

東洋大学の東日本大震災に対する取り組み東洋大学 東 本大震災 対する取り組み

東日本大震災の発生に際し、「震災プロジェクト」を開始

東 日 本 大 震 災

１） 震災復興PPPオンライン相談室 ２） 防災関連リンク集
３） １０００日記録 ４） 震度６以下で発生した重大事象リスト
５） 復興のための第１次提案 ６） 被災地自治体後方支援調査
７） 第６回国際PPPフォーラム「危機管理とPPP」 ８） 明日起きる災害に備えるサイト

現地から 復興提案

新 た な 取 組

現地からの復興提案（ 「東北再生委員会」河北新報主催 2012年～ ）

「３分野１２項目の提言」を発表 2012.1.1

東北復興に繋がるＰＰＰアイディアの創造 / 世界の知見
↓

東北復興支援学術コンペティション東北復興支援学術コン ティション
(Tohoku Recovery International Academic Competition）

東北復興に世界の知見とPPPのアイデアを活かす世界大学院の学術コンペ
82

世界が考えた東北復興への提言

東洋大学の東日本大震災に係る復興に対する取り組み

東北復興支援学術コンペティション
(Tohoku Recovery International Academic Competition）

現地からの復興提案

世界の知見

ＰＰＰアイディア

東北復興に世界の知見とPPPのアイデアを活かす世界大学院との学術コンペ

河北新報
「東北再生委員会」

世界の知見

〇大学提案
ＰＰＰ

イデ
×大学提案

世界が考えた
東北復興への提言

「３分野１２項目の提言」

現状・現況

アイディア
手法
ＰＰＰ
アイディア
手法

△大学提案
ＰＰＰ
アイディア

東北復興への提言
（アイディア）

現状・現況 アイディア
手法

実現 の
東北復興のための 具体的な実現策

事業計画（案）

実現への
次の取り組み
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Tohoku Recovery International Academic Competition

東北再生委員会「３分野１１項目の提言」
河北新報「東北再生委員会」 （２０１２年１月１日新聞掲載）

高台移住の促進・定着

安心安全のまちづくり 地域の医療を担う人材育成

新たな共助の仕組み作り

新しい産業システム

世界に誇る三陸の水産業振興

仙台平野の先進的な農業再生

地域に密着した再生可能エネルギ 戦略
新しい産業システム
の創生

地域に密着した再生可能エネルギー戦略

世界に先駆けた減災産業の集積

地域再生ビジターズ産業の創出地域再生ビジタ ズ産業の創出

東北の連携

自立的復興へ東北再生共同体の創設

東北共同復興債による資金調達

交通・物流ネットワークの強化
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Tohoku Recovery International Academic Competition

全般予定

Tohoku Recovery International Academic Competition

２０１３年 ９月 実施要領公表、論文募集
２０１３年１１月 論文締切り２０１３年１１月 論文締切り
２０１３年１２月 審査・優秀論文選定

２０１４年 ２月 研修及び発表月 表
９日 来日

１０日 東北研修（遠野市、釜石市、陸前高田市）
１１日 東北研修（気仙沼、石巻、松島、名取、仙台）
１２日 河北新報（研究発表、インタビュー）、地整局等研修
１３日 東京地区研修
１４日 研究発表会（東洋大学白山キャンパス）
１５日 帰国

２０１４年 ２月末 研究成果公表
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Tohoku Recovery International Academic Competition

優秀提案

Tohoku Recovery International Academic Competition

最優秀賞（第１位）
“Here Today. Here Tomorrow.”

ハーバード大学大学院（ケンブリッジ、U.S.A.）
Harvard University Graduate School of Design

優秀賞（第２位）優秀賞（第２位）
“OKONOMI NIHON –Make your Japan” 
建築・土木・測地学大学大学院（ソフィア、ブルガリア）
University of Architecture, Civil Engineering and Geodesy

優良賞（第３位）
“Architecture of Recovery”
クイーンズランド大学大学院（ブリスベン、オーストラリア）
The University of Queensland School of Architecture

オブザーバー参加： 東洋大学大学院公民連携専攻
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Tohoku Recovery International Academic Competition

発表会

Tohoku Recovery International Academic Competition

日時：2月14日（金）1300～1610
会場：東洋大学125周年記念ホール

（白山キャンパス8号館7階）（白山キャンパス8号館7階）
プログラム

１３００ 開会挨拶・優秀校表彰
１３１０ ご挨拶

（理事長）

（復興担当政務官）１３１０ ご挨拶
１３２０ 日本への示唆と提案のポイント
１３３０ 優秀校発表 クイーンズランド大学
１３５０ 優秀校発表 建設・土木・測地学大学

（復興担当政務官）
（根本祐二教授）
（オーストラリア）
（ブルガリア）１３５０ 優秀校発表 建設・土木・測地学大学

１４２０ 優秀校発表 ハーバード大学
１４４０ 東洋大学の発表
１５００ 全体講評 （フランク・シュニッドマン審査委員長）

（ブルガリア）
（アメリカ）

１５００ 全体講評 （フランク シュニッドマン審査委員長）
１５１５ パネルディスカッション
１５５５ 質疑応答
１６１０ 閉会１６１０ 閉会

参加申込：メールアドレスml‐ppp@toyo.jp にて登録
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Tohoku Recovery International Academic Competition

東洋大学の提言

Tohoku Recovery International Academic Competition

第１章 経済復興と開発
第１節 東北におけるウッドペレット産業による雇用の創出

国土の大半が森林である日本として、EU等並に火力混焼RPSを引上げ、国土の大半が森林である日本として、EU等並に火力混焼RPSを引上げ、
ウッドペレット産業を米国フロリダの例に倣い振興する。
第２節 廃校跡利用による農業工場、養殖工場

廃校跡を安価に利用した農業・養殖工場を振興する。廃校 農 養殖 場 振興す
第３節 原子力発電所の液化天然ガス発電所への転換

米国ミシガン州の例に倣い原発のLNGプラント転換技術を修得する。
第２章 規制、開発、訓練

第１節 歴史と教訓を学ぶテーマパークの創設
震災遺構を含むテーマパークを設け、防災教育訓練施設を併設する。

第２節 東北地方版危機管理機構（TREMA ）の創設
米国FEMAの例に倣い、日本版に先行し、東北地方版危機管理機構を

創設する。
第３節 東北開発会議（TRC）の創設

年米国で組織された湾岸会議（ ）の例に倣い 復興庁とは2005年米国で組織された湾岸会議（GCRC）の例に倣い、復興庁とは
別に統合した調整機関となる東北開発会議（TRC）を創設する。
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２０１４．２．４東洋大学PPP成果発表会

国連ジュネーブ本

発表者：水嶋 啓（4期）
主要プロジェクトメンバー主要プロジェクトメンバ
椿 辰一郎（4期）、難波 悠（4期）、菅野
鶴園 卓也 （6.5期）、二瓶 透（7期）、

本部PPP再生提案

野 元衛（5期）、
竹田 吉宏 （7期）

プ ジ クト 目的プ ジ クト 目的１．プロジェクトの目的１．プロジェクトの目的
○国連ジュネーブ本部は、最も古い○国連ジュネ ブ本部は、最も古い

設で築４０年以上経過し、施設の

○国連ジュネーブ本部ビルの再生に○国連ジュネ ブ本部ビルの再生に
画SHP( Strategic Heritage Plan
要

○国連には独自財源がないため、改
が必要。主要国の負担が大。が必要。主要国の負担が大。

○先に改修した国連のNY本部ビル
バーランバ ラン

国連ジュネーブ本部ビルの国連ジュネーブ本部ビルの
導入するための検討が目導入するための検討が目導入するための検討が目導入するための検討が目

的的的的
い建物で築７０年以上、最も新しい施い建物で築７０年以上、最も新しい施
の老朽化が顕著。

にあたって国連が策定した改修計にあたって国連が策定した改修計
）を策定しているが多額の資金が必

改修費用は、国連加盟国の拠出金

ルの改修工事では大幅なコストオー

の再生にの再生にPPPPPPスキームをスキームを
的的的的

２２．国連欧州本部．国連欧州本部国連欧州本部国連欧州本部
ＰｄＮ（ＰｄＮ（ PalaisPalais des Ndes N

• 敷地面積 約50ha ⇒

建物 他• 建物 A、B、C、D、S 他

1920年代以降建設、1920年代以降建設、

• 延べ床面積 15万7348
会議室– 会議室 34

– オフィス 2800室

• 就労人口 約4000人
年間 以上の会議• 年間10,000以上の会議

• ４～６月、９～１０月は会４ ６月、９ １０月は会

NationNation）の概要）の概要

他 施設の老朽化他 ⇒施設の老朽化

、最も新しいビルで1970年代、最も新しいビルで1970年代

8㎡

議の開催議の開催

会議室の利用率が高い。会議室の利用率が高い。

E Building (1976) 
Use of asbestos andS Building (1937) Use of asbestos and 
structural weakness  
=REBUILD A, B, C, D Building (1937) 

High historical and cultural value. 
To inherit the heritage, preservation 
of façade and design while need to 
upgrade facilities, improve 
accessibility and energy efficiency  
=PRESERVATION of Façade and

S Building (1937) 
Besides its historical 
heritage, the façade of the 
building is not as unique as 
other buildings. Issues in 
space utilization and energy 
efficiency   
=REBUILD 

PRESERVATION of Façade and 
RENOVATION 

toyoppp
タイプライターテキスト

toyoppp
タイプライターテキスト

toyoppp
タイプライターテキスト
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３．３．SHPSHP（（Strategic HeStrategic He
国連策定した改修計国連策定した改修計国連策定した改修計国連策定した改修計

既存施設、会議スペースの利用
ィスの集積

地元＆国際的な各種法令（火災
）と国連のセキュリティ基準への適

外装と設備の改修によるエネルギ

 IT、コミュニケーション設備の近代

パレデナシオンの歴史文化的価

改修費見込み 618 mil CH
８年間 ４つのフェーズに分８年間、４つのフェ ズに分

700～800人分のオフィス増築

 ケジスケジュール

2012‐2014Pre‐planning 2014‐

ritage Planritage Plan））
計画計画計画計画

最適化＆ジュネーブ市内に分散したオフ

災、構造・安全、健康、アクセシビリティ 等
適合

ギー消費の削減

代化

価値の保全（世界遺産級）

HF （約700億円）

けて連鎖的に増築＆改修けて連鎖的に増築＆改修

築（場合によっては1000～1200）

‐2017Design 2015‐2021Construction

toyoppp
タイプライターテキスト
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特に改修が必要特に改修が必要

給排水管給排水管

老朽アスベストの撤去老朽アスベストの撤去

老朽化した構造物老朽化した構造物

執務スペースの不足執務 足

アクセシビリティの向

会議場の同時通訳系

エネルギー効率の向

要な箇所要な箇所

去去

上

系設備

上

４ 改修に向けた４ 改修に向けた４．改修に向けた４．改修に向けた

• 多額の改修費用と改• 多額の改修費用と改

⇒加盟国からの拠出

⇒国連として借入を

・施設の歴史的価値・施設の歴史的価値

⇒Aビルの歴史的価歴史 価

・施設の稼働を止めるこ

た課題た課題た課題た課題

改修資金の確保改修資金の確保

出金

をする仕組みがない

価値（残す必要性）価値（残す必要性）

ことはできない

５．ＰＰＰ導入提案の視５．ＰＰＰ導入提案の視

 PFIによる延払型のスキーム
題は解決されない。題は解決されない。

ジュネーブでは、住宅、ホテ
め家賃 宿泊費が高いめ家賃、宿泊費が高い。

加盟国は、国連大使館員の
参加する来訪者の宿泊先の参加する来訪者の宿泊先の

Revenue Revenue generatinggenerating
⇒⇒改修費用の全部又は一部を賄改修費用の全部又は一部を賄

⇒⇒国連が使用権を有する敷地を国連が使用権を有する敷地を国連が使用権を有する敷地を国連が使用権を有する敷地を
オフィス事業を展開し、その開オフィス事業を展開し、その開

視点視点

ムでは国連の改修資金確保の問

ル、オフィスが需要＞供給のた

の住居の負担、国連の会議等に
の確保が課題と考えているの確保が課題と考えている。

g PPP optiong PPP optionssの提案の提案
賄う別事業の提案賄う別事業の提案

を活用して、賃貸住宅、ホテル事業、を活用して、賃貸住宅、ホテル事業、を活用して、賃貸住宅、ホテル事業、を活用して、賃貸住宅、ホテル事業、
開発利益で改修費用を確保開発利益で改修費用を確保

６．マーケットの状況６．マーケットの状況
ホテルマ ケットホテルマ ケットホテルマーケットホテルマーケット

・ジュネーブのホテル事情：ホテル

・5星ホテル1泊665CHF（約7.6万円

・需要に応じて価格は変動

住宅住宅マーケット
・空室率 0.2%以下

・60㎡程度（２DK）で月の家賃30万

・分譲11,052CHF/㎡（約126万円/

ブ・ジュネーブ郡の住宅改修に関する
引規制 等が足かせ

オフィスマ ケ トオフィスマーケット

・2011年のジュネーブのオフィ
150％

・月賃料55CHF/㎡（6,300円/㎡
円/㎡

ル数96（約9000室）

円）、3星ホテル1泊290CHF （約3.3万円）

万円以上

/㎡）⇒100㎡の住宅で1.3億円

る法律による規制、スイス国の土地取

ィス賃料は2005年比で140％～

㎡）＞丸の内5,000円/㎡～5,500
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７．７．Revenue generatRevenue generat

国連が生み出す需

・加盟国の国連大使・スタ
居住居住

・国連職員5,000人がジュネ

国連の会議等に年間約1・国連の会議等に年間約1
※ある加盟国は、年間5,00

滞在（ 人 年 需10日滞在（5万人/年の需

○○ 国連の生み出す需要を背景に国連の生み出す需要を背景に
施。その収益を活用して改修事施。その収益を活用して改修事施。その収益を活用して改修事施。その収益を活用して改修事

○○ フェーズ１を開発事業、フェーフェーズ１を開発事業、フェー
ムの提案ムの提案ムの提案ムの提案

ting PPP optionting PPP optionssの提案の提案

要だけでも大きい

タッフ約9,000人がジュネーブに

ネーブに居住

100 000人が訪れ 平均3日滞在100,000人が訪れ、平均3日滞在

00人の代表団を受け入れ、平均
需要）需要）

に「出口戦略」を持った開発事業を実に「出口戦略」を持った開発事業を実
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